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●平成26年道内企業の年間業況見通しと消費税引き上げの対応策 

●経営管理ツールとしての直接原価計算　応用 

●中国における環境対策について 
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道内景気は、持ち直している。

需要面をみると、個人消費は百貨店販売額が増加しているほか、乗用車販売台数が堅調に

推移するなど、明るい動きがみられる。住宅投資は持家の着工戸数が増加している。公共投

資は予算の拡大により、前年を大きく上回っている。輸出はアジアや中東、北米向けが増加

している。

生産活動は横ばい傾向にある。雇用情勢は有効求人倍率、新規求人数ともに改善が続いて

いる。企業倒産は件数が増加したが、負債金額は減少している。
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①大型小売店販売額～５か月連続で増加

１２月の大型小売店販売額（全店ベース、前

年比＋１．０％）は、５か月連続で前年を上

回った。

百貨店（前年比＋０．９％）は、衣料品、身

の回り品などが前年を上回った。スーパー

（同＋１．０％）は、衣料品、身の回り品が前年

を下回ったが、飲食料品などが前年を上回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比＋１．０％）

は、３か月連続で前年を上回った。

②住宅投資～３か月ぶりに増加

１２月の新設住宅着工戸数は、３，５５３戸（前

年比＋２２．８％）と３か月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では、貸家（同＋３０．７％）、

持家（同＋１７．３％）、分譲（同＋９．９％）のす

べてが増加した。

４～１２月累計では、２９，９５８戸（前年比

▲０．４％）と前年を下回って推移している。

利用関係別では、持家（同＋１３．０％）は増加

しているが、貸家（同▲８．９％）、分譲（同

▲４．９％）が減少している。
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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（資料：函館税関）

③公共投資～８か月連続の増加

１２月の公共工事請負金額は、２２１億円（前

年比＋１１．７％）と８か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比▲５．９％）、北海

道（同▲３．４％）、市町村（同▲２７．０％）いず

れも前年を下回ったが、独立行政法人等で大

型工事の発注があった。

４～１２月累計では、請負金額８，２６２億円

（前年比＋２２．５％）と前年を上回った。

④来道客数～２２か月連続で前年を上回る

１２月の来道客数は、９３８千人（前年比

＋５．１％）と２２か月連続で前年を上回った。

４～１２月累計では９，６６１千人と前年を５．１％

上回った。

１２月の新千歳空港輸送旅客数は、前年に比

べ４．２％増加した。国内線（前年比＋２．６％）、

国際線（同＋２３．４％）ともに前年を上回っ

た。

⑤貿易動向～輸出・輸入とも１３か月連続増加

１２月の道内貿易額は、輸出が前年比３８．５％

増の４４６億円、輸入が同１７．２％増の１，７４３億円

となった。

輸出は鉄鋼や自動車の部分品、魚介類・同

調製品などが増加し、１３か月連続で前年を上

回った。輸入は原油・粗油などが増加し、１３

か月連続で前年を上回った。

道内経済の動き
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⑥鉱工業生産～横ばい傾向

１２月の鉱工業生産指数は１０１．１（前月比

＋１．１％）と２か月ぶりに上昇した。前年比

（原指数）では＋５．５％と６か月連続で上昇し

た。

業種別では、前月に比べ、食料品工業、鉄

鋼業など６業種が低下したが、パルプ・紙・

紙加工品工業、電気機械工業、窯業・土石製

品工業など１０業種が上昇した。

⑦雇用情勢～持ち直しの動きが続く

１２月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．８０倍となり、前月比では０．０１ポイント低

下、前年比では０．１９ポイント上昇した。前年

比は４７か月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比１２．７％の増加とな

り、４７か月連続して前年を上回った。業種別

では、医療・福祉（前年比＋１２．５％）、サー

ビス業（同＋２６．５％）、建設業（同＋２６．５％）

などが増加した。

⑧倒産動向～件数は増加、負債総額は減少

１月の企業倒産は、件数が３２件（前年比

＋１４．３％）、負債総額が３１億円（同▲３８．５％）

となった。件数は１５か月ぶりに増加、負債総

額は３か月連続で前年を下回った。

業種別では、建設業、サービス・他がそれ

ぞれ８件などとなった。

道内経済の動き
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＜図1-1＞道内企業の年間業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２５年実績

平成２４年に比べ、売上DI（プラス２３）
は１９ポイント、利益DI（プラス１３）は
１３ポイントそれぞれ上昇した。

２．平成２６年見通し

売上DI（△５）は２８ポイント、利益
DI（△１１）は２４ポイントそれぞれ低下
が見込まれる。消費税引き上げに伴う駆
け込み需要の反動減や原油価格高騰を懸
念するなど、先行き見通しに慎重感がみ
られる。

３．先行きの懸念材料

「消費税引き上げの影響」とした企業
が最も多く（７１％）、以下「原油価格の
動向」（５３％）、「個人消費の動向」（５０％）
の順となった。

４．消費税引き上げの影響と対応策

「影響がある」と回答した企業が５４％
と半数を超えた。消費税率引き上げ分の
価格転嫁については、「全て転嫁可能」
とした企業が４７％となった。

特別調査

業況の先行き見通しに慎重感
平成２６年道内企業の年間業況見通しと消費税引き上げの対応策

要 約
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1 平成２５年業況実績と平成２６年年間業況見通しについて

調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
平成２６年道内企業の年間業況見通しと消費税
引き上げの影響
判断時点
平成２６年１月中旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４３１ １００．０％
札幌市 １７４ ４０．４ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９０ ２０．９
道 南 ３４ ７．９ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６５ １５．１ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６８ １５．８ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６７３ ４３１ ６４．０％
製 造 業 １９４ １０９ ５６．２
食 料 品 ６９ ３４ ４９．３
木 材 ・ 木 製 品 ３４ ２０ ５８．８
鉄鋼・金属製品・機械 ５３ ３４ ６４．２
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２１ ５５．３
非 製 造 業 ４７９ ３２２ ６７．２
建 設 業 １１９ ９３ ７８．２
卸 売 業 ９７ ６０ ６１．９
小 売 業 ９４ ５４ ５７．４
運 輸 業 ４９ ３６ ７３．５
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２９ ２０ ６９．０
その他の非製造業 ９１ ５９ ６４．８

〈表１〉平成２６年見通し・業種別の要点

要 点（平成２６年見通し）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２４年 ２５年 ２６年
見通し

２４年 ２５年 ２６年
見通し

全産業 製造業・非製造業ともにDIはマイナ
ス水準 ４ ２３ △５ ０ １３ △１１

製造業 駆け込み需要の反動減により後退 ２ ２７ △１０ ６ １８ △１２

食料品 個人消費の低迷を懸念 △１４ １８ △２７ △３ △９ △１８

木材・木製品 住宅建設需要が頭打ち １９ ７０ △１５ △１０ ４５ △３２

鉄鋼・金属製品・機械 設備投資に期待感 ２７ ２７ ９ ２８ ３２ ３

非製造業 卸売業、小売業で業況後退 ５ ２２ △３ △２ １１ △１０

建設業 公共工事に期待感。人手不足が懸念 △２ ２３ ４ △１９ １４ △１

卸売業 資材卸は慎重。食品卸は現状維持の見
込み △６ １０ △７ ０ ７ △１７

小売業 燃料小売店の収益見通しは厳しい △１１ １３ △７ △８ △７ △２２

運輸業 売上維持見通しが大勢。燃料費増加を
懸念 ２５ ３１ ０ １４ ３ △３

ホテル・旅館業 横ばい圏内での推移見通し ２９ ３０ ０ ３５ ４２ ０

調 査 要 項

特別調査
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＜図9＞道内景気判断 

＜図8＞設備投資 
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〈表２〉売上・販売面で重視する項目（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�人材の育成・強化（７４％） ＋３ ８業種で１位。建設業（８９％）で育成に向けた動きが強まる

�顧客ニーズの的確な把握
（６１％） △１ 上昇・低下とも５業種

�同業他社の商品、サービス
との差別化（３５％） ＋２ 卸売業（５０％）、ホテル・旅館業（４５％）で大幅に増加

�営業方法の見直し（３３％） ＋１ 卸売業（５２％）でウェイト高い

�価格体系の見直し（２７％） ＋５ 運輸業（４３％）、ホテル・旅館業（４５％）で単価引き上げの動き

〈表３〉先行きの懸念材料（上位５項目）の要点

項 目 前年比 要 点

�消費税引き上げの影響
（７１％） － 製造業（６９％）、非製造業（７１％）とも１位

�原油価格の動向（５３％） ＋９ 運輸業（８９％）で警戒感強い。製造業（５８％）は全４業種で上昇

�個人消費の動向（５０％） △４ 食料品製造業（９４％）、小売業（８７％）で１位

�公共投資の動向（４５％） ＋２ 建設業（７７％）、鉄鋼・金属・機械（６８％）で１位

�物価の動向（４２％） ＋１３ ９業種で上昇。建設業（４６％）で資材価格の値上がりを懸念
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�人材の育成・強化
①
７４
（７１）

①
６５
（５９）

③
６５
（５７）

①
６０
（５７）

①
７７
（６１）

①
５０
（６０）

①
７７
（７６）

①
８９
（７３）

①
６８
（７０）

②
７０
（８１）

①
６９
（７８）

①
７０
（６７）

①
８１
（８３）

�顧客ニーズの的確な把
握

②
６１
（６２）

②
５７
（５７）

①
６８
（６６）

②
５０
（６７）

②
５３
（３９）

①
５０
（６０）

②
６３
（６３）

②
４９
（５５）

①
６８
（６１）

①
７４
（６８）

②
６３
（６４）

①
７０
（７６）

②
６８
（６７）

�同業他社の商品、サー
ビスとの差別化

③
３５
（３３）

３０
（３０）

２４
（２３）

③
４０
（４８）

２４
（２４）

③
４０
（３５）

③
３７
（３４）

２２
（２３）

５０
（３６）

③
５０
（４２）

２０
（３６）

４５
（２９）

③
４２
（４０）

�営業方法の見直し ３３
（３２）

３１
（３２）

２４
（３１）

３０
（２４）

③
３５
（３０）

３５
（４５）

３３
（３１）

③
３９
（４０）

③
５２
（４５）

２６
（２４）

３１
（２５）

２５
（１４）

１７
（２２）

�価格体系の見直し ２７
（２２）

２６
（２８）

３８
（２６）

１５
（１４）

１８
（３３）

３０
（４０）

２８
（２０）

２６
（２４）

２５
（１８）

２４
（２７）

③
４３
（１１）

４５
（２４）

２０
（１２）

�新商品（サービス）の
開発 ２３

（２５）

③
３７
（４２）

①
６８
（７１）

２０
（３３）

２４
（２４）

２５
（３０）

１９
（１９）

９
（１０）

３２
（２７）

１９
（２６）

３
（６）

４０
（３３）

２４
（２２）

�他社との業務提携 １２
（１３）

１４
（１２）

６
（３）

５
（５）

２１
（１５）

２５
（３０）

１１
（１４）

１４
（２４）

１０
（１１）

２
（２）

１７
（１９）

５
（５）

１５
（１４）

	IT（ホームページ）の
活用 １２

（１０）
７
（４）

６
（３）

１０
（－）

３
（３）

１０
（１０）

１４
（１２）

８
（９）

１２
（９）

１７
（１１）

１１
（６）

③
５０
（４３）

１２
（１２）


新たな事業への参入 ９
（１１）

９
（１２）

６
（－）

１５
（１０）

９
（２４）

１０
（１５）

９
（１１）

９
（９）

１３
（１８）

６
（１０）

６
（－）

－
（－）

１２
（１７）

�その他 ２
（３）

１
（４）

－
（３）

－
（５）

３
（６）

－
（－）

２
（３）

２
（４）

－
（４）

２
（３）

３
（－）

－
（－）

５
（３）

〈表４〉売上・販売面で重視する項目（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査
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〈表５〉先行きの懸念材料（複数回答）
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�消費税引き上げの影
響※

①
７１

①
６９

②
７９

①
９０

③
５０

②
６０

①
７１

②
６７

①
７８

②
８３

②
５０

①
９５

①
６４

�原油価格の動向
②
５３
（４４）

②
５８
（４４）

③
６５
（４９）

５０
（２３）

４４
（４２）

①
８０
（６０）

②
５１
（４４）

４４
（３４）

③
４８
（２９）

③
５１
（４８）

①
８９
（９２）

③
５５
（６２）

③
４３
（３５）

�個人消費の動向
③
５０
（５４）

③
５３
（５３）

①
９４
（８９）

４０
（４６）

２１
（２１）

③
５０
（５０）

③
４９
（５４）

２７
（２８）

②
６０
（６４）

①
８７
（７９）

３３
（５８）

②
７０
（８１）

３８
（４９）

�公共投資の動向 ４５
（４３）

４４
（３７）

９
（９）

③
６５
（４１）

①
６８
（５８）

４５
（５０）

４５
（４５）

①
７７
（８１）

４３
（４０）

２１
（２４）

３１
（３１）

５
（１０）

４０
（３７）

�物価の動向 ４２
（２９）

４０
（２８）

５９
（５７）

３５
（１８）

２７
（１２）

３５
（１５）

４３
（２９）

４６
（１９）

４５
（３５）

３８
（３７）

２８
（２８）

③
５５
（２９）

②
４８
（３３）

�民間設備投資の動向 ３２
（３０）

３１
（２９）

－
（６）

３５
（２３）

②
６２
（５５）

２５
（３５）

３２
（３１）

③
５８
（５９）

３８
（３６）

１１
（１６）

③
３６
（１４）

５
（５）

１０
（１６）

�住宅着工の動向 ２４
（２５）

２３
（２７）

－
（－）

②
８０
（９６）

１８
（１８）

１５
（１５）

２４
（２４）

３４
（３７）

３７
（３３）

１５
（１５）

１９
（１７）

－
（－）

１６
（１６）

	電力需給の動向 ２３
（２９）

３８
（４６）

３２
（４０）

５０
（２７）

４１
（６１）

３０
（５０）

１８
（２３）

１５
（２２）

２２
（２４）

１５
（２７）

８
（１４）

３５
（２４）

２２
（２５）


為替の動向 ２３
（１７）

３８
（２８）

４７
（２０）

６０
（５０）

２７
（３０）

２０
（１５）

１８
（１３）

８
（５）

３７
（２４）

１９
（２１）

２５
（１７）

２５
（１９）

７
（４）

�TPP（環太平洋経済
連携協定）の動向 ２１

（１７）
３１
（１８）

４４
（２９）

３０
（１４）

１８
（１２）

３０
（１５）

１７
（１６）

１４
（６）

２７
（３１）

１９
（１６）

１７
（１９）

１０
（１９）

１４
（１４）

�社会保障費の増加 ２０
（２５）

２０
（２４）

２４
（２９）

２５
（１８）

１８
（２１）

１５
（２５）

２０
（２５）

２６
（２３）

１５
（２６）

１７
（２９）

２５
（２８）

１０
（２４）

２１
（２１）


雇用の動向 １９
（２１）

１９
（１９）

１８
（２６）

２０
（１８）

２４
（１２）

１０
（２０）

２０
（２１）

２４
（１４）

８
（２４）

１５
（２４）

２５
（２５）

１５
（２９）

２８
（２３）

�税制改正の動向 １７
（２０）

１４
（１８）

１５
（１７）

１０
（１８）

１８
（１８）

１０
（２０）

１９
（２１）

２５
（１６）

１２
（２２）

２１
（３６）

１４
（１４）

－
（１４）

２２
（１９）

�金利の動向 １７
（１９）

１１
（１６）

１５
（１４）

５
（１８）

９
（１８）

１５
（１５）

１９
（１９）

２２
（２９）

２２
（１５）

１５
（１３）

１９
（１４）

１５
（１４）

１６
（２１）

�金融機関の融資姿勢 １６
（２２）

２１
（２４）

１５
（２６）

２０
（９）

２４
（３０）

３０
（２５）

１４
（２１）

２３
（３１）

１２
（２０）

８
（１６）

１４
（２８）

１５
（１９）

１０
（９）

�国と地方の財政改革
の動向 １１

（１５）
１２
（７）

１２
（６）

－
（５）

１８
（９）

１５
（１０）

１１
（１８）

２２
（３５）

３
（１１）

２
（１０）

６
（１１）

－
（－）

１７
（１４）

�政局の動向 １０
（３２）

８
（２８）

－
（２０）

１５
（２７）

１５
（３０）

５
（４０）

１１
（３３）

２３
（４５）

７
（２９）

６
（２４）

３
（３３）

５
（３８）

７
（２６）

�中国経済の動向 ９
（１８）

１３
（３０）

１２
（２６）

２５
（３６）

１２
（３９）

５
（１５）

８
（１５）

４
（４）

１２
（２４）

１５
（１９）

３
（１９）

５
（１４）

７
（１４）

�規制緩和の動向 ８
（１０）

７
（１２）

１２
（１１）

５
（１４）

６
（９）

５
（１５）

８
（９）

９
（５）

８
（６）

８
（１５）

１１
（１７）

－
（－）

９
（１１）

�欧米経済の動向 ５
（１１）

５
（１４）

６
（６）

１０
（１８）

３
（２１）

－
（１０）

５
（１０）

４
（５）

７
（１６）

９
（１１）

６
（１１）

５
（１４）

－
（５）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前年調査、※は前年調査項目なし
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２ 消費税引き上げの影響と対応策

〈表６〉消費税の影響についての要点

項 目 要 点

�消費税引き上げの影響について 半数超（５４％）で影響あり。小売業（７６％）で特に高率

�消費税引き上げに向けた対策について 現時点で対策を予定していない企業が５０％

�対策の具体的内容 経費削減（５７％）、販売促進の強化（５３％）が主要な対策

�消費税引き上げ分の価格転嫁の見通し 「全て転嫁可能」は４７％。「価格転嫁困難」は１４％

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�既に対策済み ５ ３ ６ － － ５ ６ ８ ５ ９ ３ － ３

�今後対策をとる予定 ２９ ２５ ４１ ２０ ９ ２９ ３１ ２２ ２９ ３９ ２２ ６１ ３５

�特に対策の予定はない ５０ ５４ ３４ ５５ ７５ ５２ ４９ ５６ ５１ ４３ ５０ １７ ５０

�分からない １６ １８ １９ ２５ １６ １４ １４ １４ １５ ９ ２５ ２２ １２

〈表８〉消費税引き上げに向けた対策について
（単位：％）

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�影響がある ５４ ４６ ６４ ６５ ２５ ３３ ５６ ５３ ５６ ７６ ３９ ６５ ５１

売上高・売上数量が減少
する ３９ ３８ ５８ ５０ １９ ２４ ４０ ３０ ４４ ６９ １９ ５３ ３４

利益が減少する ３５ ３１ ３９ ５０ １３ ２９ ３７ ３７ ３７ ４１ ２２ ４７ ３７

その他 １ － － － － － ２ ２ － － ６ － ３

�特に影響はない ２６ ２９ １２ １０ ４７ ４８ ２５ ２７ ２４ １５ ３６ － ３２

�分からない ２０ ２５ ２４ ２５ ２８ １９ １９ ２０ ２０ ９ ２５ ３５ １７

〈表７〉消費税引き上げの影響について（複数回答）
（単位：％）

特別調査
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�経費削減 ５７ ６１ ５６ １００ ６７ ５０ ５６ ６３ ４４ ４６ ７５ ５５ ６２

�販売促進の強化
販路開拓 ５３ ５４ ３８ １００ ６７ ６７ ５３ ３７ ５０ ７３ ２５ ５５ ６２

�新商品・サービスの開
発 ２９ ３６ ５６ － － １７ ２７ １９ ３３ ３５ １３ ３６ ２４

�仕入価格の引下げ
仕入先の見直し ２８ ２１ １９ － ６７ １７ ３０ ３０ ３９ ３１ ２５ ３６ １９

�その他 １５ ２１ ２５ － － ３３ １４ １９ ２２ １２ １３ ９ ５

回答企業は、〈表８〉で「既に対策済み」「今後対策をとる予定」とした１４４社

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・
木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル

・旅館
その他の
非製造業

�引き上げ分すべての価
格転嫁が可能 ４７ ４５ ２３ ３６ ６６ ５３ ４７ ４１ ６０ ４５ ４１ ３３ ５３

�価格転嫁は一部に留ま
る １４ １１ １７ １１ ３ １６ １５ ９ ２１ ２０ １５ １３ １７

�商品の種類ごとに転嫁
方法を変える ８ １２ １３ １１ ６ ２１ ７ ７ ６ ８ ９ ７ ８

�価格転嫁は難しい １４ ８ １３ １１ ６ － １５ ２１ ６ １８ ９ ３３ １３

�分からない １７ ２４ ３４ ３１ １９ １０ １６ ２２ ７ ９ ２６ １４ ９

〈表９〉消費税引き上げに向けた対策の具体的内容（複数回答）
（単位：％）

〈表１０〉消費税引き上げ分の価格転嫁の見通しについて
（単位：％）
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今回調査した道内企業の年間業況見通しは、４月からの消費税率引き上げを控え慎重感が

強くなっています。駆け込み需要の反動減や消費意欲への影響が懸念されており、それらの

課題に的確に対応することが重要になりそうです。また、機械製造業や建設業では公共工事

や設備投資需要への期待もあり、従業員のスキルアップや中途採用の実施によって営業体制

を強化しようとする動きが見られます。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

Ⅰ．平成２６年業況見通しと懸念材料

＜水産加工業＞ 水産加工業界は人材不足の

ほか、原料を安定して確保できていない状況

が続いている。平成２６年も水揚量と市場相場

によっては厳しい年度となる可能性がある。

＜製パン業＞ 北海道は賃金上昇が一部にと

どまり、地域全体の底上げにはならない可能

性がある。輸入価格の上昇、電力料金や消費

税引き上げなどに伴い、個人消費が低迷する

ことが懸念される。

＜金属製品製造業＞ TPP交渉の内容によっ

ては、北海道は一次産業にかなり影響を受け

る。原油価格は下がらないと思われ、輸送コ

ストや原材料の値上がりが続くと利益が食わ

れてしまう。

＜金属製品製造業＞ 独自の技術を活かした

提案型営業が功を奏し、収益の大きなけん引

役となっている。商談会への出展により全国

の業者から多くの引き合いがあり、全国展開

に向けて代理店等の選考を実施している。

＜建設業＞ 平成２６年も経済政策により公共

工事は増える見通しだが、利益は原材料価格

の値上がりや労務者不足等で減少する。道内

景気の見通しは良くなりつつあるが、消費税

引き上げの影響が心配。

＜建設業＞ 人材不足が目下最大の問題点。

景気回復により建設工事案件は増加している

が、技術者の育成は一朝一夕にはできず担い

手がいない。

＜建設業＞ 管理技術者が足りなく、早急な

職員の能力底上げや中途採用、新卒採用の実

施により入札対応体制を整える。

＜内装工事業＞ 関東では東京五輪に向けた

マンション建設や、インフラ整備が期待され

る。東北でも引き続き復興工事が安定して発

注されている。道内は札幌駅周辺の再開発や

各地方での公共工事発注が順調に見える。

＜電気通信工事業＞ 技術者の中途採用が厳

しい状況下、既存社員の育成・スキルアップ

を図る。道内景気は底を脱しているが、首都

圏での商材は明らかに増加傾向にあり、人材

シフトも検討していく。

経営のポイント

従業員のスキルアップに重点
〈企業の生の声〉

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号
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＜業務用機械卸売業＞ 駆け込み需要からの

反動減が想定され、老人ホームや障害者支援

施設等の新規開拓に取り組んでいく。人材も

限られているので、一段と協力会社との連携

を図る。

＜建材卸売業＞ 人手不足による受注の手控

え、納期遅れ等により道内経済は下降傾向に

なる可能性がある。円高による輸入材料価格

の上昇等が利益を圧迫しそう。

＜肥料卸売業＞ TPP交渉の動向により、各

農家の動きや今後の投資等も変わってくる。

営業を行う上でガソリンは不可欠で、原油価

格の動きは常に気にしなければならない。

＜婦人服小売店＞ インターネットを利用し

た販売を強化する。ショッピングセンターへ

小規模店舗を出店させ、仕入交渉力を高め

る。

＜燃料小売業＞ 業種柄、原油価格の動向に

は一番関心を持つ。商圏の人口減少はこれか

らも続くと思われ、現状から１割減少しても

対応できる体力、営業体制の強化が最重要。

＜運輸業＞ 中堅営業社員の採用による営業

力強化と、一次産品主体からの脱却を目指し

た営業計画の見直し、最低賃金上昇分の価格

転嫁要請を重要事項として取り組む。

＜運輸業＞ 人手不足などから建設関連工事

が円滑に進まないことを懸念している。工程

進捗に無理が掛かり資材・機材の納入納期が

切迫するなど、輸送力の不足がますます顕著

になる可能性が高い。

＜バス会社＞ 燃料費は営業費用のうち１５％

～２０％を占める。軽油単価の動向によっては

収益に影響が生じる。

＜建設機械器具リース＞ 営業社員を中心に

人員を増加させており、戦力化に向けた教育

体制をしっかり整える。下請け業者との連

携、協力をより一層高めるための定例的な

ミーティング体制を年間計画に盛り込む。

＜ソフトウェア開発業＞ 消費税率引き上げ

等に対応するためのシステム変更作業が膨大

となることが予想され、チャンスでもある

が、人繰り、資金繰りには気を使っていく。

＜建設コンサルタント＞ 消費税引き上げに

対応する政策措置等により公共投資は安定的

に推移すると見込まれるが、国・地方ともに

財政難であることは事実として受け止め、平

成２７年以降の動向等を注視していく必要があ

る。

Ⅱ．消費税引き上げの影響と対応策

＜製菓業＞ 価格転嫁は売上にマイナス影響

がある。本体価格を引き下げることで税率引

き上げ分の全部または一部を吸収する余地が

ないか検討する。

＜製材業＞ 平成２５年９月までに契約した分

の工事が年内は続くが、その後は工事量が落

ち込むと考えている。

＜製材業＞ 住宅着工数は減少するだろう

が、政策支援により企業努力の範囲内で収ま

ると考える。

経営のポイント

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号
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＜肥料製造業＞ 消費税引き上げの価格転嫁

は特に問題はない。２月、３月に駆け込み需

要により製品のオーダーが増えることはある

だろう。

＜建設業＞ 違う税率が混在することで業務

がどの程度煩雑になるのかが不安。中小企業

は戸惑うことが多いのではないだろうか。

＜建設業＞ 工事見積額は常に競争であり、

決定した価格に対して消費税額が上乗せされ

るだけのことであるが、価格交渉において

は、消費税引き上げ分を工事見積額から減少

せざるを得ない場合も考えられる。

＜管工事業＞ 道内では、介護事業案件が多

かったが、消費税引き上げにより介護事業の

収支に対する影響が大きく、事業化を断念す

るケースが多くなるように思う。

＜鋼材卸売業＞ ２月、３月には駆け込み需

要があり、その反動で４月からは売上が減少

するだろうが、今回の消費税引き上げは２段

階の予定なので、前回（平成９年４月、３％

→５％）のような極端な反動減は無いと思わ

れる。

＜建材卸売業＞ 外税方式を採っており価格

転嫁は問題ないが、３％分の値引き要請や、

前倒し仕入れが行われる場合の価格引き下げ

要請といった間接的な影響はあると思われ

る。

＜乾物卸売業＞ 価格転嫁を全て行うことは

難しく、商品価格改定も視野に入れている。

小売価格が変わらなければ中間業者の負担が

想定される。

＜眼鏡店＞ 消費意欲の減退が一番の問題。

対策として仕入価格の見直し、経費削減の徹

底を図る。

＜燃料小売店＞ 価格転嫁は可能だが、消費

者の購買意欲の減退は避けられない。消費者

が税率８％に慣れることを待つしかない。

＜運輸業＞ 消費税引き上げ分の転嫁につい

てはそれほど苦労するとは考えていないが、

社内の経費システム変更などに手数と経費が

かかる。

＜観光ホテル＞ 消費税が上がってから客足

が減ると予想され、そのマイナス分をカバー

しきれないと考えている。

＜廃棄物処理業＞ 消費税引き上げはキャッ

シュフローベースでの影響が大きい。駆け込

み需要とその反動により需給バランスが大き

くゆがむことから、早々に人と物への対応を

しなければならない。

＜仕出し料理店＞ 予算を決めて承る宴会な

どは商品内容の変更で対応せざるを得ない。

オプション料理の新規設定やワンランク上の

コースを勧めるなど、商品開発と営業力強化

に取り組む。

経営のポイント

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号
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― １８ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号

（資料：財務省「日本の財政を考える」）

（歳入） （歳出）

借金
債務償還費

利払い費

税収等 政策的経費

PBが均衡した状態

PB均衡

プライマリー・バランス（＝基礎的財政収支、以下PB）という指標をご存知であろう。我が

国では、財政健全化目標のひとつにPBの黒字化があげられており、注目されている財政指標の

一つであるが、例えば、以下のような見方は正しいだろうか？

例１：PBの赤字額は前年度より減少し、財政規律が維持される。

例２：PBは、財政状況が健全かどうかを示す。

財務省では、PBについて以下のように説明している。

『プライマリー・バランス（PB）とは、

その時点で必要とされる政策的経費を、

その時点の税収等でどれだけ賄えている

かを示す指標。我が国の現状は、政策的

経費が税収等を上回り、PBは赤字と

なっている。なお、PBが均衡したとし

ても利払い費分だけ債務残高は増加す

る。』

以上より、PB赤字のとき、債務残高は増加することになる。（ただし、PBが黒字でも債務残高

が増加することはある。）

したがって例１のように、PBの赤字額が前年度より減少したとしても、PB赤字である以上、

債務残高は増加する。債務残高の増加額が縮小することはあっても、債務残高が増加することに

変わりなく、PB赤字額の減少だけをもって「財政規律が維持」されるとは言い切れないだろ

う。また、例２の「財政状況が健全かどうか」も不正確であろう。PBが赤字の場合、全て財務

内容に問題があるわけではない。なぜなら、特に地方財政において言えることであるが、債務残

高が少ない場合はPBが赤字であっても、直ちに問題とはならないからである。

我が国では、国・地方のPBについて２０２０年までに黒字化することを目標としている。PBが均

衡するとき、債務残高は利払い分増加するということであり、言い換えると少なくとも２０２０年ま

で債務は増え続けるのである。債務残高が適正な水準１まで減少するのは、更にその先というこ

とになる。（�橋美樹）

コラム

プライマリー・バランスの見方

１財政健全化の最終目標は、債務残高の対GDP比の減少である。すなわち、財政健全化には、債務残高の減少
だけでなく、GDPの増加も重要となる。
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― １９ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号

１．直接原価計算の応用編

前回（２月号）の「経営管理ツールとしての直接原価計算 入門 ～利益計画を策定する～」

では、直接原価計算とはどのようなものなのか、また、どういった特徴があるものなのかを、全

部原価計算との比較をしながら解説しました。そして、直接原価計算を活用した利益計画の策定

の仕方について説明しました。

今回は、その応用編として、直接原価計算を活用した会社の意思決定（方針の決定）について

解説します。

２．会社の意思決定と損益計算書

会社は、経営上、いかに対処すべきかの選択決定をしなければなりません。新たな市場に進出

する、生産能力を増強するために設備投資をする、あるいは、不採算の事業から撤退する、と

いった会社の経営上の方針を決定します。これら会社が行う方針の決定を、会社の意思決定と呼

びます。

会社は、その意思決定を行う際に、必要な情報を収集し、入手した情報の検討を行います。そ

の重要な情報のひとつとして、「損益の見通し」があります。「損益の見通し」とは、意思決定に

よって、会社の利益がどうなるかということです。一般的には、損益計算書の数値がどう変化す

るかをシミュレーションすることで、「損益の見通し」を確認することになります。

３．全部原価計算による損益計算書を用いた場合の問題点

制度上は、全部原価計算による損益計算書が採用されています。まずは、この全部原価計算に

よる損益計算書を用いた場合の「損益の見通し」について見ていきます。

A社では、甲製品を製造販売しています。現状では、甲製品２，０００個を１個あたり２，０００円で販

売しています。甲製品の全部原価計算による損益計算書は、【図表１】のとおりです。なお、製

品在庫・仕掛品が存在しないものとします。

経営のアドバイス

経営管理ツールとしての直接原価計算 応用
～意思決定に役立てる～

公認会計士・税理士 名和 幸雄
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経営のアドバイス

― ２０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号

甲製品の全部原価計算による損益計算書

（単位：円）

売上高（＊１） ４，０００，０００

売上原価 ２，８００，０００

差引：売上総利益 １，２００，０００

販売費及び一般管理費 １，１００，０００

差引：営業利益 １００，０００

（＊１）製品１個あたり売価２，０００円×販売数量２，０００円

【図表１】

A社では、現状の生産能力に余力があり、追加の設備投資等を行うことなく、甲製品を１，０００

個増産し販売することが可能です。

ここで、「現状の生産能力に余力があり、追加の設備投資等を行うことなく」とは、甲製品を

１，０００個増産し販売したとしても、固定費が増加することはないという意味です。一般に、生産

能力を増やすためには、追加で機械設備を購入する等の固定費（機械設備は購入後に減価償却費

として費用化されますが、これは売上高（販売量）の増減に係らず一定額発生する固定費で

す。）が発生します。しかし、現状のA社では、このような固定費を増やすことなく、あと１，０００

個の甲製品を製造販売できる状況にあるということです。

今、取引先のX社から、甲製品の新規発注がありました。X社は、甲製品５００個を１個あたり

２，０００円で購入したい、と言っています。この新規発注を引き受けた場合、営業利益はいくら増

えるでしょうか？

その答えは・・・、上記の情報のみでは正確な金額は答えられません。

もしかすると、次のように考えることがあるかもしれません。

「甲製品を２，０００個販売して、売上総利益が１，２００，０００円となっているのだから、甲製品１個を

販売すれば６００円（１，２００，０００円÷２，０００個）の売上総利益が発生することになる。したがって、

同じ価格にて５００個追加で売ることができれば、６００円×５００個＝３００，０００円の売上総利益が増える

ではないか。その結果、営業利益も３００，０００円増えるではないか。」

しかし、残念ながら、そう簡単な話とはなりません。なぜならば、全部原価計算による損益計

算書の売上原価には固定費が含まれており、また、販売費及び一般管理費には変動費が含まれて
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いるからです。

固定費は、売上高（販売量）の増減に関らず一定額発生するコストです。また、変動費は、売

上高（販売量）に応じて比例的に増減するコストです。

したがって、上記５００個の新規発注を引き受けたとしても、売上原価に含まれている固定費は

増加しません。売上原価に含まれる変動費のみ増加することとなります。その結果、売上高の増

加割合に比べて、売上原価の増加割合が小さくなり、差引で計算される売上総利益の増加額は

３００，０００円よりも大きくなります。

販売費及び一般管理費についても同じことがいえます。すなわち、新規発注を引き受けたとし

ても、販売費及び一般管理費に含まれている固定費は増加しませんが、販売費及び一般管理費に

含まれている変動費は増加することとなります。その結果、売上総利益段階で３００，０００円よりも

大きくなっていた利益の増加額が、販売費及び一般管理費に含まれている変動費の増加額だけ少

なくなります。

営業利益がいくらとなるかは、全部原価計算による損益計算書の情報のみからではわかりませ

ん。

このように、全部原価計算による損益計算書では、売上高（販売量）の変化により、営業利益

の金額がどう変化するかを、正確に把握することができません。このため、全部原価計算による

損益計算書を用いて意思決定を行うと、誤った意思決定をしてしまう可能性があります。

４．直接原価計算による損益計算書を用いた損益の見通し

次に、X社からの新規発注を引き受けた場合の営業利益の増加について、直接原価計算による

損益計算書から把握してみます。

直接原価計算による損益計算書を作成するためには、原価（コスト）を変動費と固定費とに区

分する必要があります。そこで、甲製品の製造販売に係る変動費及び固定費を把握しました。そ

の結果が【図表２】です。
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― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号

［甲製品の原価］

（単位：円）

製品１個あたり変動製造原価 １，２００

一年間の固定製造原価 ４００，０００

製品１個あたり変動販売費 ４００

一年間の固定販売費及び一般管理費 ３００，０００

【図表２】

甲製品の直接原価計算による損益計算書

（単位：円）

売上高 ４，０００，０００

変動費（＊１） ３，２００，０００

差引：限界利益 ８００，０００

固定費（＊２） ７００，０００

差引：営業利益 １００，０００

（＊１）（変動製造原価１，２００円＋変動販売費４００円）×２，０００個

（＊２）固定製造原価４００，０００円＋固定販売費及び一般管理費３００，０００円

【図表３】

【図表２】の把握結果から、現状の甲製品の直接原価計算による損益計算書を作成すると、

【図表３】のとおりとなります。

X社からの新規発注を引き受けた場合、営業利益はいくら増えるでしょうか？

【図表３】から、甲製品１個あたりの限界利益は、８００，０００円÷２，０００個＝４００円と計算されま

す。これに、新規発注数量５００個を乗じると、増加する限界利益の金額が２００，０００円と計算されま

す。本事例では、固定費は増加しないとの前提ですから、「限界利益の増加額＝営業利益の増加

額」となり、営業利益は２００，０００円増加することとなります。

X社からの新規発注を引き受けた場合の直接原価計算による損益計算書は、【図表４】のとお

りとなります。
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― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号

甲製品の直接原価計算による損益計算書（新規受注後）

（単位：円）

売上高（＊３） ５，０００，０００

変動費（＊４） ４，０００，０００

差引：限界利益 １，０００，０００

固定費 ７００，０００

差引：営業利益 ３００，０００

（＊３）売価２，０００円×２，５００個

（＊４）（変動製造原価１，２００円＋変動販売費４００円）×２，５００個

【図表４】

このように、直接原価計算による損益計算書では、売上高（販売量）の増加により、営業利益

の金額がどうなるかを、正確に把握することができます。しかも、その把握は、簡単ないしは迅

速に行うことができます。

直接原価計算による損益計算書を用いることにより、正確な「損益の見通し」の情報を、迅速

に入手することができるのです。

次に、２つのCase Studyを通して、直接原価計算による損益計算書を活用した意思決定の具体

例を見ていきます。

５．Case Study１「新規の発注を引き受けるべきか否か」

［ Case Study１］

A社では、甲製品を製造販売しています。現状では、甲製品２，０００個を１個あたり２，０００円

で販売しています。甲製品の原価情報は、【図表２】と同じです。直接原価計算による損益

計算書も、【図表３】のとおりです。なお、製品在庫・仕掛品が存在しないものとします。

今、取引先のY社から、甲製品の新規発注がありました。Y社は、甲製品５００個を１個あた

り１，９００円で購入したい、と言っています。ただし、この新規発注を引き受けると、既存の

２，０００個の販売についても１個あたりの売価を１，９００円にしなければならないものとします。

この場合、新規発注を引き受けるべきでしょうか？

Case Study１は、新規発注の引き受けにより「販売量」は増えるものの、「売価」が下がる場

合、「損益の見通し」はどうなるか？という問題です。
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― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号

甲製品の直接原価計算による損益計算書（新規受注後）

（単位：円）

売上高（＊１） ４，７５０，０００

変動費（＊２） ４，０００，０００

差引：限界利益 ７５０，０００

固定費 ７００，０００

差引：営業利益 ５０，０００

（＊１）売価１，９００円×２，５００個

（＊２）（変動製造原価１，２００円＋変動販売費４００円）×２，５００個

【図表５】

Y社からの新規発注を引き受けることにより、甲製品の販売量は５００個増加します。既存の

２，０００個と合せて、甲製品の販売量は２，５００個となります。

他方、Y社からの新規発注を引き受けると、売価が２，０００円から１，９００円に下がります。このた

め、甲製品１個あたりの限界利益の額は減少します。甲製品の１個あたり限界利益の額は、「製

品１個あたり売価１，９００円－製品１個あたり変動製造原価１，２００円－製品１個あたり変動販売費

４００円＝３００円」となります。売価の値下がり額１００円だけ、限界利益も減少することになりま

す。

よって、Y社からの新規発注を引き受けた場合、甲製品の販売から得られる限界利益の金額

は、「販売量２，５００個×製品１個あたり限界利益３００円＝７５０，０００円」となります。これは、Y社か

らの新規発注を引き受ける前の限界利益の金額（【図表３】の限界利益の金額）８００，０００円よりも

５０，０００円少ない金額です。

Y社からの新規発注を引き受けると利益が５０，０００円減少するため、「損益の見通し」の観点か

らは、Y社からの新規発注を引き受けるべきではないと判断することになります。

Y社からの新規発注を引き受けた場合の直接原価計算による損益計算書を作成すると、【図表

５】のとおりとなります。

ちなみに、営業利益が５０，０００円減少してしまうのは、Y社からの新規発注を引き受けること

で、「製品１個あたり限界利益３００円×５００個＝１５０，０００円」限界利益が増加することにはなるもの

の、既存の販売分２，０００個の販売価格を引き下げることにより、「製品１個あたりの売価減少１００

円×２，０００個＝２００，０００円」限界利益が減少してしまうためです。

Case Study１は、売価をいくらとするかの意思決定の問題ともいえます。

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１２／本文　※柱に注意！／０１９～０２９　経営のアドバイス（名和）  2014.02.12 22.25.26  Page 24 



経営のアドバイス

― ２５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号

B社の直接原価計算による損益計算書

（単位：円）

売上高 ７５，０００，０００

変動費 ４８，０００，０００

差引：限界利益 ２７，０００，０００

固定費 ３２，０００，０００

差引：営業利益 －５，０００，０００

【図表６】

例えば、販売量を増やす目的で、売価の値下げを検討することがあります。確かに、値下げを

行うと、販売量が増えることがあります。しかし、値下げを行うと、当然のことですが、１個あ

たりの販売から得られる利益の額が減少します。

ここで、販売量の増加から得られる利益の額が、値下げで失うこととなる利益の額を上回るの

であれば、「損益の見通し」からは、値下げをする意義はあると判断できます。しかし、販売量

の増加から得られる利益の額が、売価の値下げで失うこととなる利益の額を下回るのであれば、

「損益の見通し」からは、その売価の値下げは行うべきではないと判断することになります。

６．Case Study２「不採算部門を廃止すべきか否か」

［ Case Study２‐１］

B社は、乙製品及び丙製品を製造販売しています。B社の直接原価計算による損益計算書

は、【図表６】のとおりです。

B社は、【図表６】のとおり赤字です。そこで、赤字を解消するためにどうすべきかを検

討することになりました。まずは、乙製品及び丙製品の製品別の損益の状況を把握すること

にしました。

ひとつの会社で複数の製品を製造販売している場合、製品別に損益状況を把握することが、意

思決定をする上で有益となります。このために作成される損益計算書が、部門別損益計算書で

す。

部門別損益計算書は、決算で作成される会社全体の損益計算書を、製品別に分解するイメージ

です。

B社の場合、乙製品の部門（以下、「乙部門」とします。）と丙製品の部門（以下、「丙部門」

とします。）を設定します。そして、売上高、変動費、固定費を、乙部門と丙部門とに振り分け

ていくことになります。
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B社の直接原価計算による部門別損益計算書

（単位：千円）

乙部門 丙部門 管理部門 合計

売上高 ６０，０００ １５，０００ ‐ ７５，０００

変動費 ３６，０００ １２，０００ ‐ ４８，０００

差引：限界利益 ２４，０００ ３，０００ ‐ ２７，０００

固定費 １６，０００ １０，０００ ６，０００ ３２，０００

差引：営業利益 ８，０００ －７，０００ －６，０００ －５，０００

【図表７】

会社の意思決定を誤らせないようにするためには、売上高、変動費、固定費の各部門への帰属

を適切に行う必要があります。ここで、注意が必要なのは、固定費です。

売上高と変動費は、製品（部門）との関連が容易に把握できます。ですので、どの製品（部

門）に帰属させればよいかで迷うことはありません。しかし、固定費は、迷う場合があります。

例えば、乙製品の製造販売のみに従事する従業員の給与は、乙部門のみに関係する固定費で

す。したがって、乙部門の固定費とします。丙製品の製造販売のみに使用する機械装置の減価償

却費は、丙部門のみで発生する固定費です。したがって、丙部門の固定費とします。

では、総務部や経理部の従業員の給与はどうでしょうか。総務部等の従業員は、特定の製品の

製造販売に直接に関与しないのが通常です。見方を変えれば、会社が製造販売する製品すべてに

間接的に関与しているともいえます。したがって、乙部門のみ、あるいは、丙部門のみに帰属さ

せることは適切ではありません。

そこで、乙部門及び丙部門以外の独立した部門を設け、当該部門に総務部等の従業員の給与を

帰属させます。特定の部門に帰属させることが不都合であることから、これを別管理とします。

当該独立した部門は、本社、管理部門等と称されることが多いです。

総務部等の従業員の給与のように、特定の部門に帰属させることができない固定費を、共通固

定費と呼びます。

B社で作成された直接原価計算による部門別損益計算書は、【図表７】のとおりです。B社で

は、共通固定費を管理部門に集計しています。

【図表７】の部門別損益計算書を見てわかることは、丙部門が赤字となっている点です。これ

をみて、次の検討を行うこととしました。
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― ２７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号

B社の直接原価計算による部門別損益計算書

（単位：千円）

乙部門 丙部門 管理部門 合計

売上高 ６０，０００ ‐ ‐ ６０，０００

変動費 ３６，０００ ‐ ‐ ３６，０００

差引：限界利益 ２４，０００ ‐ ‐ ２４，０００

固定費 １６，０００ ‐ ６，０００ ２２，０００

差引：営業利益 ８，０００ ‐ －６，０００ ２，０００

【図表８】

［ Case Study２‐２］

【図表７】から、丙部門が赤字となっていることがわかりました。これを見て、不採算部

門である丙部門を廃止すべきとの意見が出ています。

丙部門を廃止すべきでしょうか？

不採算部門である丙部門を廃止すべきとの意見は、丙部門を廃止すれば、【図表８】のよう

に、全社の利益が黒字となる、との考えからのものです。

確かに、丙部門を損益計算書から除外すれば、丙部門で発生していた７，０００千円の赤字がなく

なります。B社全体で２，０００千円の黒字となります。この考え方は、計算上、間違っていません。

ただし、この考えが成り立つ上で重要な前提があります。それは、丙部門が廃止された場合

に、丙部門で発生していた固定費のすべてが発生しなくなる、という前提です。

丙部門を廃止すれば、売上高と、売上高（販売量）に応じて比例的に増減するコストである変

動費が発生しなくなります。しかし、固定費が直ちに発生しなくなるとは言い切れません。固定

費は、売上高（販売量）の増減に関らず一定額発生するコストです。したがって、丙部門を廃止

し、売上高（販売量）がゼロとなったとしても、固定費すべてが発生しなくなるとは限りませ

ん。

例えば、丙製品の販売のみにかかった広告宣伝費は、丙部門の廃止により発生しなくなりま

す。しかし、丙製品の製造のみに関る機械装置の減価償却費は、丙部門を廃止したとしても発生

します１。
１ 丙部門の廃止後、当該機械装置を遊休状態にしたとしても、減価償却費は発生します。当該機械装置を廃棄
処分したとしても、除却損が発生します。当該機械装置の減価償却費相当額は、丙部門に固定費としては計上
されなくなるとしても、別の形で費用又は損失として計上されることになります。このような固定費を、本稿
では、「部門を廃止したとしても発生する固定費」としています。
減価償却費以外では、例えば、契約期間の中途で解約した場合に多額の違約金を支払わなければならない旨

の約定があるリース契約に基づくリース料や、解雇することができない従業員の給与が、これに該当します。
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B社の直接原価計算による部門別損益計算書

（単位：千円）

乙部門 丙部門 管理部門 合計

売上高 ６０，０００ ‐ ‐ ６０，０００

変動費 ３６，０００ ‐ ‐ ３６，０００

差引：限界利益 ２４，０００ ‐ ‐ ２４，０００

固定費 １６，０００ ８，０００ ６，０００ ３０，０００

差引：営業利益 ８，０００ －８，０００ －６，０００ －６，０００

【図表９】

したがって、不採算部門を廃止すべきか否かを検討する際には、不採算部門を廃止することに

よって削減できる固定費はいくらとなるかを確認する必要があります。

B社では、丙部門の廃止案が出たため、丙部門を廃止した場合の固定費削減可能額を確認しま

した。その結果、丙部門廃止により、丙部門の固定費のうち削減できるのは２，０００千円であるこ

とが判明しました。

これを踏まえて、丙部門廃止後の直接原価計算による部門別損益計算書を作成すると、【図表

９】のとおりとなります。

丙部門を廃止すると、赤字額が５，０００千円から６，０００千円と拡大します。B社全体の赤字額が

１，０００千円増えることになるのです。

これは、丙部門の廃止により、固定費が２，０００千円削減されることになるものの、丙製品の製

造販売から得られていた限界利益３，０００千円も失われることになるためです。

不採算部門の廃止を検討する場合には、当該部門を廃止することにより失うこととなる限界利

益の額と、廃止により削減されることとなる固定費の額との比較検討が必要です。失う限界利益

の額が、削減される固定費の額よりも小さければ、当該部門を廃止するという選択肢はあり得ま

す。しかし、失う限界利益の額が、削減される固定費の額よりも大きければ、当該部門を廃止す

ると、会社全体の業績はさらに悪化するものとなります。

不採算事業がある場合、端的に、これを廃止しようと考えることが少なくないものと思われま

す。しかし、今見たとおり、不採算事業を廃止しても会社全体の業績が悪化する場合がありま

す。したがって、直接原価計算による部門別損益計算書を活用した「損益の見通し」を行った上

で、不採算事業を廃止すべきか否かの意思決定を行う必要があります。
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経営担当
中小企業診断士

知的財産管理技能士２級
１級販売士

細田行洋
財務担当

公認会計士・税理士名和幸雄

法務担当
弁護士・弁理士山下史生

知財実務担当
弁理士 富田尊彦

我々は
平成２１～２２年度「道内中小企業に対する知的財産経営支援モデル調査事業」参加メンバーによる

知的財産経営支援の専門家チームです

経営全般のご相談� あすなろ経営企画 細田 行洋
中小企業診断士

知的財産管理技能士 ２級／１級販売士

財務関係のご相談� 公認会計士
名和幸雄事務所 名和 幸雄

公認会計士／税理士

法務関係のご相談� 山下史生法律事務所 山下 史生
弁護士／弁理士

知財実務のご相談
（総合窓口） � 梶・須原特許事務所 富田 尊彦

弁理士

知的財産

経営

専門家チーム

B社では、【図表９】の部門別損益計算書を確認し、ひとまず丙部門の廃止案を凍結しまし

た。丙部門については、販売の拡大、限界利益率の向上、固定費の削減の可能性について検討す

ることとしました。

７．直接原価計算による損益計算書の意思決定への役立ち

２つのCase Studyを通して、直接原価計算による損益計算書を活用した会社の意思決定を見て

きました。

直接原価計算による損益計算書が会社の意思決定に役立つのは、会社の意思決定がコスト及び

利益に及ぼす影響を、正確に、かつ簡易迅速に把握することができるためです。

もちろん、会社は、「損益の見通し」のみを頼りに意思決定を行う訳ではないかもしれませ

ん。しかし、「損益の見通し」は、会社が意思決定を行う際の重要な検討項目のひとつです。

変化のスピードがきわめて速い現代において、迅速な意思決定が会社の命運を左右します。直

接原価計算による損益計算書は、適切な意思決定に役立つ経営管理ツールです。

＜参考文献＞

「原価計算」（岡本清著 国元書房 ２０００年４月）

「原価計算の知識」（火登豊・山本浩二著 日経文庫 ２０１２年９月）

「プロコンサルタントの経理力」（窪田千貫著 同友館 ２００９年１２月）
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＜中国政府の環境対策・省エネに対する動向＞

「世界の工場」として生産能力の向上に努めてきた中国では、省エネ・環境保護は喫緊の課題となっ

ています。中国は２０１０年前後に米国を超え、CO２の世界最大の排出国となっており、その削減が世界的

に重要課題となっています。このような中で、中国政府は、２０２０年までに２００５年比でCO２排出量を４５％

削減する方針を表明し、過剰設備削減の一環として、エネルギー効率の低い生産設備の淘汰にも動き出

しています。

政府は、「第１２次５ヵ年計画」（２０１１～２０１５年）において「省エネ・排出削減総合プラン」を策定し、

重点項目や目標を掲げたものの、これまで思ったような成果が上がっていません。この背景には、改善

策の実施に係る資金力、ノウハウや技術力の不足などが挙げられます。２０１３年８月に最高国家行政機関

である国務院は「省エネ環境保護産業の迅速な発展に関する国務院の意見」を発表し、政府として「省

エネ」に本腰を入れ始めています。

国務院の意見では、①機械・電気製品の省エネ促進に向けた２０１５年までの計画の発表、②エネルギー

効率の高い製品への買い替えや改良を促し、機械・電器産業の発展モデルを転換、③ボイラー、内燃機

関を中心とした高エネルギー消費設備の省エネ化、④２０１５年までに年間８００億kwh分の電力消費の抑

制、⑤省エネ化については合同能源管理（能源とはエネルギーの意味。以下EMCと略す。）の活用を推

奨すること、などのポイントを挙げ、規制・取締りの強化を宣言しています。

政府としては、①省エネ活動の活性化と目標達成、②省エネ効果の把握と管理、③省エネサービス企

業の育成や技術習得、以上３つの目的を達成するため、民間のノウハウ・技術を活用して、省エネ・環

境保全を産業として育成し、ひいては中国式省エネ産業を世界に売り込むまでにレベルを引き上げたい

意向です。

＜生産現場の状況＞

環境対策・省エネ政策を進めるため、既に様々な関連通達が発布され、各自治体、現場では実態調査

が始まっています。このため企業は年次報告において、省エネに関する重点技術改革に関し、取り組む

設備投資の内容、建設期間や投資額、省エネ量などの重点項目について、今年度の実績と来年度の計画

を提出しなければなりません。さらに２０１３年度からは、「EMCの採用の有無」というチェック項目が追

加されています。

これまで中国政府による規制強化の過程においては、取締りの最初のターゲットに海外からの進出企

業が晒されることが往々にして見られます。このため、進出企業は、早急に環境等対策を講じる必要が

あるものの、技術に精通した専門家がいないことや取締り内容が統一的ではない等、政府の動向が不明

確な点もあることから、時間と経費だけがかさみ、省エネ・環境改善が思うように進まないのが悩みと

の声も聞かれます。

アジアニュース

中国における環境対策について
北洋銀行上海駐在員事務所 所長

田中 雅啓
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＜EMCとは＞

EMCとは、日本で普及しつつあるESCO事業と類似しています。顧客の水道光熱費等の経費削減を行

い、その削減実績に応じて対価を得るビジネスを意味します。設備の状況などを分析し、問題点を洗い

出し、改善に必要な新たな設備等の導入、運用指導、保守管理まで省エネに向けた一貫したサービスを

提供します。具体的には「省エネ実施計画書」を策定し、事業導入による「省エネ効果＝顧客の利益」

も保証する（省エネ量が契約値に達しない場合、ESCO事業者がペナルティーを払う）契約を締結しま

す。日本では有効な省エネ促進策の１つとしてオフィスビルや庁舎、ホテル、病院、工場施設等で導入

されています。

中国では、２０１０年からこのEMCビジネスを行う事業者を許認可制にしています。外国資本１００％の企

業で許可もしくは認可を有しているのは約２０社あり、ドイツのシーメンス、米国のジョンソン＆コント

ロールズなどが有名です。一方、日本企業では上海清環環保科技有限公司の１社のみに留まっていま

す。政府は、許認可を与えたEMC事業者のみが省エネサービス事業を行えるよう進めています。これ

は、事業者を許認可により限定することで、省エネ効果の把握や管理がしやすく、サービスの技術習得

にも効果的であるとの判断であると見られます。

＜環境関連ビジネスの展望＞

中国における電力使用量は、GDPより高い伸び率で増加しており、このため毎年夏には、北京や上

海、重慶などの大都市エリアを中心に電力不足状態に陥り、一部の省・市は、工場等に対する電力制限

措置を実施した事例もあります。また、都市化に伴い商業施設の新規面積は、年約４００万㎡まで拡大

し、北京、上海など大都市から武漢、重慶など中規模都市まで拡張し、これに伴い電力消費も拡大し続

けています。

オフィスの電力消費量は、全体の１０％を占めています。その内訳は、照明が約４０％、空調が約３０％、

エレベーターが約２０％となっており、照明や空調の電力利用の効率化は、オフィス分野での省エネのポ

イントと見られています。店舗においても、照明や空調に加え、低温物流の普及から生鮮食品・冷凍食

品を扱うショーケース等の低温設備の電力消費も増加しています。

小売業などでは、家賃や人件費、商品仕入原価などのコスト削減がある程度進んでいますが、電力コ

ストは、現状に比して約３０％の削減余地があると言われています。今後競争が激化し、コスト削減が求

められる中で、省エネ製品やサービスの活用を検討するところが増えると見られています。

日本は、高度成長期における様々な公害問題やオイルショックに象徴される低資源国としての苦い経

験から、エネルギー効率の高い技術やノウハウを培ってきました。日系企業等が保有する環境分野での

最先端技術・製品の採用が、今後中国においてもますます増えてくるものと考えられます。

また、上海清環環保科技有限公司では、政府から正式に認可を受けているメリットを活かし、関連す

る省エネ・環境ビジネスの結集を呼び掛け、総合的な環境ビジネスの展開を検討しており、この分野へ

の参入機会を検討している道内企業には、注目してよい動きと思われます。
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＜タイにおける日本料理店の状況＞
JETROの調査によると、タイでは約９割の方が週に１回は外食をしています。共働きの家庭が多いこ

とも要因として考えられますが、賃料の安いアパートでは、キッチンが無いところも多く、外食が日常
生活に定着しているとも言えます。
このため、バンコク市内には中華料理店をはじめ、イタリア、フランス、ベトナムなど様々な国の料

理店があり、値段も１人１２０円程度の屋台料理から、１万円以上する高級店まで様々です。
タイには約１，８００の日本料理店があり、その約７割が首都バンコクに集中しています。居酒屋、寿

司、とんかつ、カレー、ラーメン、牛丼など様々な業態があり、経営主体も地場資本や日系大手外食
チェーンから個人経営まで様々です。
店舗数は、近年１～２割の伸び率で推移していますが、今年４月には２，０００店、３～４年後には３，０００

店まで伸びるとの話も出ています。この背景としては、日本人駐在員の増加や健康志向の高まりで、日
本料理に注目が集まっていることもありますが、ビザ免除で多くのタイの方が日本に訪れ、日本料理を
口にしたことも大きな要因の一つと言えます。
私もよく日本食レストランで食事をしますが、日本人に混じってタイの方が食事をされている光景を

見かけますし、当事務所で一緒に働くアンシャサ行員は１年間日本の大学に留学していたこともあり、
刺身やとんこつラーメンなど日本食が大好きです。

＜道産食品の可能性＞
あるコンサルティング会社の調査では、タイでの「日本の都道府県名」検索ランキング１位は「北海

道」となっています。また、現在タイと札幌には直行便が毎日運航しており、多くのタイの方が北海道
を訪れています。
年末の北海道旅行の予約がとれなかった話や、若い店員が北海道に旅行した際「札幌では、毎日濃厚

な牛乳を飲んでいた。」と嬉しそうに話す姿を見て、「北海道人気」は本物だと私自身も実感していま
す。
この「北海道人気」とタイでの日本料理店の拡大をうまく結びつけることが出来れば、道産食品のタ

イ市場への輸出の可能性は、大きく広がるのではないかと思います。

＜バンコク駐在員事務所の活用＞
現在は、インターネットやソーシャルメディアの発達により、北海道に居ながらにして、情報収集が

容易にできるようになりました。しかし、実際に現地に来ないと知ることの出来ない情報が数多くある
ことも事実です。
また、海外との取引は国内取引と違い様々なリスク

が伴います。為替や、現地法令だけでなく、担当者に
よって違う対応を要求されるなど、様々なリスクがあ
りますが、可能な限りリスクを回避するためには、事
前のリサーチ活動が欠かせません。
北洋銀行は、ASEANにおけるオール北海道のため

のビジネスセンターとして、バンコク駐在員事務所を
開設しました。各関係機関と連携を取りながら、タイ
並びにASEANでのビジネスを検討されている皆さま
に、事前リサーチ活動のベースキャンプとして活用し
ていただけるよう取り組んで参りますので、今後とも
宜しくお願いいたします。

アジアニュース

タイにおける日本料理店の状況

筆者とアンシャサ・カンタマ行員

北洋銀行バンコク駐在員事務所 所長

平山 源
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商品 単位 銘柄・産地 上海 大連 バンコク シンガポール サハリン

卵 ０．５kg 現地産 ４２４ ６５～２００ ２４９ ２５０ ２２３～２４１

牛乳 １リットル 現地産 ２２９～４９０
４２

（２４３ml）
１２４

２５０
（８３０ml）

１５５～２５５

じゃがいも ０．５kg 現地産 １１２～２２０ ３３～１１７ １８７
８７

（アメリカ産）
５９

オレンジ ０．５kg アメリカ産 １５１ １８３
２８０

（１個）
８０

（１個）
１９１

（南アフリカ産）

小麦粉 １kg １３５ ２３５ １４３ ２０１ １３２

ビール
３５０ml 日本メーカーA社製 ９８ － － － －

３５０ml 日本メーカーB社製 － ９５ １４９ ２９０ ２４６

カップラーメン １個 日本メーカー製 ８１ １１０ ２３４ １２９ ４８５

ミネラルウォーター ５５０ml ２２ ２２ ２１ １２５ ４９～９４

コーラ ３３０ml コカコーラ ３５ ３３ ４３ ８０ １０２

ハンバーガー １個
マクドナルド
ビッグマック

２８８ ２７１ ６２４ ３７９ －

タクシー初乗り ２３７ １３５ １０９ ２７４ ４４１～５８８

ガソリン １リットル レギュラー １２７ １２５ １０９ １７７ １０２

トイレットペーパー １０巻 日本製
２２２

（現地製４巻）
４８１

４３６
（現地製）

５２８
３６４

（現地製４巻）

乾電池 単三２本 米国製
１１０

（現地製）
８０

（現地製）
２９６ ２５５ １６１

洗濯洗剤 １kg 日本製
２３６

（現地製）
２０１

（現地製）
３７４ ２２１ １，０２９

クリーニング代 Yシャツ１枚 現地クリーニング店 １６９ １６９ ２４９ ３２２ ３２３

電気料金 １kwh 住居用 １０ ８ ４６ ２１ ９

水道料金 １� 住居用 ２７ ５２ ３１ ９４ ９０

新聞 １部 一般紙 １６ １６ １５ ７２ ７０

バス 市内均一区間 ３３ １６～３３ ２４ ８０～１６９ ４４

地下鉄 初乗り ５０ － ６８ ８８～１９３ －

携帯

機種 iPhone５S １６G ８９，７３７ ８９，７３７ ７３，７８８ ７９，６９２ ８２，２９０

基本料金／月 ７８０ ９８４ ２，４９６ ４，３７２ ４，４１０

通話料金／分 ４ ４ ２ １２ ４

映画チケット 大人１名 時間帯により変動９３３～２，３７５１，０１８～１，１８７６２４～１，４０４ ９２７ ５８８～１，３２３

現地価格調査（２０１４年２月）
（単位：円）

【調査場所】 いずれも日本製品を扱う、比較的高級な小売店。
上海 カルフール古北店、しんせん館古北店、ローソン国際貿易中心店
大連 カルフール西安路店、ローソン森ビル店
バンコク トップス、フジスーパー
シンガポール コールドストレージ、明治屋
サハリン ユジノサハリンスク市シティモール、携帯電話ショップ「スヴィズノイ」

【換算レート】 ２０１４年１月３１日仲値
１中国元＝１６．９７円 １タイバーツ＝３．１２円 １シンガポールドル＝８０．６６円 １ロシアルーブル＝２．９４円

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１２／本文　※柱に注意！／０３３　　　　　アジアニュース（現地価）  2014.02.19 17.46.27  Page 33 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２２年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２１年度 ９６．７ △６．６ ９１．４ △９．５ ９６．９ △６．０ ９１．５ △９．２ ９６．８ △１０．３ ９３．９ △１０．５
２２年度 ９９．９ ３．３ ９９．４ ８．８ ９９．７ ２．９ ９９．２ ８．４ ９６．６ △０．２ ９２．１ △１．９
２３年度 １０１．５ １．６ ９８．７ △０．７ １０２．５ ２．８ ９７．７ △１．５ １０４．６ ８．３ １０３．２ １２．１
２４年度 ９９．５ △２．０ ９５．８ △２．９ １００．３ △２．１ ９５．９ △１．８ １０２．８ △１．７ １００．４ △２．７

２４年１０～１２月 ９６．７ △２．６ ９４．１ △１．９ ９８．０ △１．２ ９３．４ △１．３ １０８．４ ０．６ １１０．４ △１．６
２５年１～３月 １００．８ ４．２ ９４．７ ０．６ １０２．３ ４．４ ９７．２ ４．１ １０５．８ △２．４ １０６．６ △３．４

４～６月 １００．３ △０．５ ９６．１ １．５ １００．２ △２．１ ９５．４ △１．９ １０７．１ １．２ １０７．０ ０．４
７～９月 １００．４ ０．１ ９７．７ １．７ １００．４ ０．２ ９６．０ ０．６ １０６．５ △０．６ １０８．３ １．２
１０～１２月 p１００．６ ０．２ p９９．６ １．９ p１０１．４ １．０ p９９．３ ３．４ p１０８．３ １．７ p１０５．７ △２．４

２４年 １２月 ９６．５ △０．７ ９４．７ １．４ ９８．６ ０．４ ９５．２ ３．７ １０８．４ ０．５ １１０．４ △１．３
２５年 １月 １００．６ ４．２ ９４．１ △０．６ １０３．０ ４．５ ９６．３ １．２ １０７．９ △０．５ １０８．６ △１．６

２月 １０２．５ １．９ ９４．９ ０．９ １０３．１ ０．１ ９８．０ １．８ １０８．６ ０．６ １０７．３ △１．２
３月 ９９．２ △３．２ ９５．０ ０．１ １００．９ △２．１ ９７．２ △０．８ １０５．８ △２．６ １０６．６ △０．７
４月 ９９．３ ０．１ ９５．９ ０．９ １０１．２ ０．３ ９５．８ △１．４ １０３．２ △２．５ １０７．４ ０．８
５月 １０１．７ ２．４ ９７．７ １．９ １０１．８ ０．６ ９６．８ １．０ １０２．４ △０．８ １０７．０ △０．４
６月 ９９．８ △１．９ ９４．７ △３．１ ９７．７ △４．０ ９３．７ △３．２ １０７．１ ４．６ １０７．０ ０．０
７月 １００．９ １．１ ９７．９ ３．４ １０１．２ ３．６ ９５．６ ２．０ １０４．６ △２．３ １０８．７ １．６
８月 １００．０ △０．９ ９７．０ △０．９ ９９．６ △１．６ ９５．５ △０．１ １０６．６ １．９ １０８．５ △０．２
９月 １００．２ ０．２ ９８．３ １．３ １００．３ ０．７ ９６．９ １．５ １０６．５ △０．１ １０８．３ △０．２
１０月 １００．８ ０．６ ９９．３ １．０ ９９．８ △０．５ ９９．１ ２．３ １０８．６ ２．０ １０８．０ △０．３
１１月 r１００．０ △０．８ r ９９．２ △０．１ r１０１．８ ２．０ r ９９．１ ０．０ r１０７．８ △０．７ r１０６．１ △１．８
１２月 p１０１．１ １．１ p１００．３ １．１ p１０２．６ ０．８ p９９．７ ０．６ p１０８．３ ０．５ p１０５．７ △０．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２１年度 ９２０，８５５△１．４ １９５，６７５△５．３ ２４６，０８６ △１３．１ ７０，５４４ △１０．１ ６７４，７６９ ３．７ １２５，１３１ △２．４
２２年度 ９３５，２９９△２．１ １９５，７８５△１．５ ２２０，２３３ △１０．５ ６７，２６７ △４．６ ７１５，０６７ １．１ １２８，５１８ ０．３
２３年度 ９４８，５４４ ０．３ １９７，００８ ０．１ ２１４，０７１ △２．８ ６７，２３１ △０．１ ７３４，４７３ １．２ １２９，７７７ ０．２
２４年度 ９４９，６５６ ０．１ １９５，５５１△０．７ ２１１，５４７ △１．２ ６６，４９３ △１．１ ７３８，１０８ ０．５ １２９，０５８ △０．６

２４年１０～１２月 ２５９，３６９ ０．６ ５３，３５０ ０．０ ６０，４０５ △０．４ １９，０５３ △１．２ １９８，９６４ ０．９ ３４，２９７ ０．７
２５年１～３月 ２３０，３７７ ０．４ ４７，７０９△０．８ ５２，４０６ △０．２ １６，４６５ ０．６ １７７，９７１ ０．６ ３１，２４５ △１．５

４～６月 ２３４，１９０ １．６ ４７，７８２ １．４ ４９，９３７ ２．２ １５，９９２ ３．０ １８４，２５３ １．５ ３１，７９０ ０．７
７～９月 ２３２，６２１ １．４ ４８，００９ ０．５ ４９，７６８ △０．２ １５，５０４ ０．４ １８２，８５３ １．８ ３２，５０５ ０．６
１０～１２月 p２６２，５０３ １．２ p ５４，２６８ １．０ p ６０，８７５ ０．８ p １９，２３５ １．０ p２０１，６２８ １．３ p ３５，０３４ １．０

２４年 １２月 １０３，９７６ １．０ ２１，０４８ ０．７ ２４，７４８ △１．１ ７，７１９ △２．１ ７９，２２８ １．７ １３，３２９ ２．３
２５年 １月 ７９，４２６ ０．６ １６，８７２△２．９ １８，５３４ △１．６ ５，９０７ △１．１ ６０，８９２ １．３ １０，９６５ △３．９

２月 ６９，３１７△１．９ １４，２３９△２．９ １４，９０４ △１．７ ４，６６９ △０．５ ５４，４１３ △１．９ ９，５７０ △４．０
３月 ８１，６３４ ２．２ １６，５９８ ３．５ １８，９６８ ２．３ ５，８８８ ３．４ ６２，６６６ ２．２ １０，７１０ ３．６
４月 ７７，２９８△０．５ １５，５０８△１．０ １６，３５３ △０．９ ５，１５４ △０．６ ６０，９４６ △０．３ １０，３５４ △１．２
５月 ７７，６８１ ０．８ １５，８８９ ０．９ １６，３６３ ０．９ ５，２５２ ２．４ ６１，３１８ ０．７ １０，６３７ ０．１
６月 ７９，２１１ ４．７ １６，３８５ ４．５ １７，２２１ ６．７ ５，５８６ ７．１ ６１，９９０ ４．２ １０，７９９ ３．２
７月 ７９，９２９△０．７ １７，１２７△０．７ １７，９１４ △４．９ ６，０４１ △２．７ ６２，０１５ ０．６ １１，０８６ ０．４
８月 ７８，９３３ ２．０ １５，８２３ ０．９ １５，６８４ １．３ ４，６５３ ２．４ ６３，２４９ ２．２ １１，１７０ ０．２
９月 ７３，７５９ ２．９ １５，０５９ １．７ １６，１７０ ４．０ ４，８１１ ２．５ ５７，５８９ ２．６ １０，２４８ １．２
１０月 ７７，８９０ ０．７ １５，９１１ ０．８ １７，５５５ △１．１ ５，３０３ △０．９ ６０，３３６ １．２ １０，６０８ １．６
１１月 r ７９，５８５ ２．０ r １６，９６３ １．２ １８，３４３ ２．４ r ６，１０８ ２．１ r ６１，２４２ １．９ r １０，８５５ ０．８
１２月 p１０５，０２７ １．０ p ２１，３９４ ０．９ p ２４，９７７ ０．９ p ７，８２４ １．４ p ８０，０５０ １．０ p １３，５７０ ０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号
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年月

コンビニエンスストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２１年度 ４３０，９２２ ０．１ ７９，３８３ △１．５ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ ４．０ ８２，６５７ ４．１ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ６．２ ８９，７５８ ７．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４
２４年度 ４９８，６２９ ３．２ ９５，４２３ ３．３ １００．３ △０．１ ９９．５ △０．３ ８３．０８ １２，３９８

２４年１０～１２月 １２７，１８８ ３．１ ２４，１５２ ２．４ １００．０ ０．０ ９９．４ △０．２ ８１．１６ １０，３９５
２５年１～３月 １１６，０１６ ２．５ ２２，６８４ ３．０ １００．６ ０．０ ９９．３ △０．６ ９２．３８ １２，３９８

４～６月 １２４，５２７ ２．９ ２４，３１３ ４．２ １００．７ ０．１ ９９．８ △０．３ ９８．７４ １３，６７７
７～９月 １３６，９４８ １．９ ２６，３４０ ４．３ １０１．３ １．５ １００．３ ０．９ ９８．９４ １４，４５６
１０～１２月 １２９，８０８ ２．１ ２５，３８７ ５．１ １０２．１ ２．１ １００．８ １．４ １００．４５ １６，２９１

２４年 １２月 ４４，４１１ ３．５ ８，３５４ ３．０ １００．４ ０．３ ９９．３ △０．１ ８３．６４ １０，３９５
２５年 １月 ３９，２２１ ３．９ ７，５４２ ４．２ １００．６ ０．３ ９９．３ △０．３ ８９．１８ １１，１３９

２月 ３６，２９０ △０．７ ７，０３３ △０．７ １００．６ ０．２ ９９．２ △０．７ ９３．２１ １１，５５９
３月 ４０，５０５ ４．１ ８，１０８ ５．１ １００．７ △０．６ ９９．４ △０．９ ９４．７５ １２，３９８
４月 ３９，１９９ １．７ ７，７８９ ２．５ １００．６ △０．５ ９９．７ △０．７ ９７．７１ １３，８６１
５月 ４１，９７３ ２．６ ８，２５２ ４．２ １００．６ ０．０ ９９．８ △０．３ １０１．０８ １３，７７５
６月 ４３，３５５ ４．４ ８，２７２ ５．８ １００．９ ０．７ ９９．８ ０．２ ９７．４３ １３，６７７
７月 ４６，９５７ ３．２ ９，０１４ ４．８ １００．９ １．２ １００．０ ０．７ ９９．７１ １３，６６８
８月 ４７，２１９ ２．３ ９，０４７ ４．３ １０１．０ １．４ １００．３ ０．９ ９７．８７ １３，３８９
９月 ４２，７７２ △０．１ ８，２８０ ３．８ １０１．９ １．９ １００．６ １．１ ９９．２４ １４，４５６
１０月 ４３，１０３ １．７ ８，４２６ ４．６ １０１．８ １．９ １００．７ １．１ ９７．８５ １４，３２８
１１月 ４１，８３６ ３．６ ８，１９８ ５．９ １０２．０ ２．４ １００．８ １．５ １００．０３ １５，６６２
１２月 ４４，８６９ １．０ ８，７６３ ４．９ １０２．５ ２．１ １００．９ １．６ １０３．４６ １６，２９１

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は全店ベースによる。 ■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９
２４年度 １７６，８４７ １２．０ ４９，１４２ ２．８ ６８，５２７ ７．６ ５９，１７８ ２７．７ ４，４３９，０９２ １０．７

２４年１０～１２月 ３４，３９３ ３．５ ９，２３４ △１２．９ １３，６８８ １１．５ １１，４７１ １０．７ ９０７，８０２ △２．８
２５年１～３月 ４９，７９６ △７．２ １４，４１４ △１２．７ １８，２２１ △１４．０ １７，１６１ ７．７ １，３１５，６４６ △９．２

４～６月 ４６，４４５ △０．９ １２，２８２ △０．９ １７，５５７ △４．２ １６，６０６ ２．８ ９９５，６９８ △７．５
７～９月 ４９，６３９ ８．４ １３，１６８ ０．５ １８，０９８ △１．０ １８，３７３ ２７．６ １，１５８，６３２ １．７
１０～１２月 ４１，４３３ ２０．５ １１，８２７ ２８．１ １３，６９７ ０．１ １５，９０９ ３８．７ １，０９２，３０６ ２０．３

２４年 １２月 ９，４８４ ３．１ ２，６８８ △１４．６ ３，６７０ １５．６ ３，１２６ ８．５ ２８４，０４６ △２．０
２５年 １月 １１，１６１ △６．７ ３，０６７ △１２．３ ３，８８８ △１６．０ ４，２０６ ９．６ ３３２，０６６ △７．４

２月 １３，９１３ △４．８ ３，９３７ △１０．３ ４，９０８ △１３．１ ５，０６８ １０．７ ４１２，８８９ △８．１
３月 ２４，７２２ △８．７ ７，４１０ △１４．２ ９，４２５ △１３．７ ７，８８７ ５．０ ５７０，６９１ △１１．０
４月 １４，７６３ ２．１ ３，８７０ ５．３ ５，９１３ △１．２ ４，９８０ ３．８ ３０８，５５６ ０．７
５月 １３，８７７ △０．８ ３，７７３ １．１ ４，９５６ △２．５ ５，１４８ △０．６ ３０８，４３６ △８．７
６月 １７，８０５ △３．３ ４，６３９ △６．９ ６，６８８ △７．９ ６，４７８ ４．９ ３７８，７０６ △１２．５
７月 １８，８６２ ０．６ ４，９０８ △３．９ ７，３９６ △５．２ ６，５５８ １２．３ ４０１，９３７ △９．７
８月 １２，７９７ ３．１ ３，４６０ △２．６ ４，６２１ △０．７ ４，７１６ １２．０ ３１０，６９１ △１．６
９月 １７，９８０ ２３．０ ４，８００ ８．０ ６，０８１ ４．３ ７，０９９ ６３．５ ４４６，００４ １８．１
１０月 １４，０６１ １４．３ ３，８６３ ２３．７ ５，２０４ ２．６ ４，９９４ ２１．５ ３５４，４９６ １８．４
１１月 １４，８５８ １７．９ ４，２５５ ２４．３ ４，８３２ △２．３ ５，７７１ ３６．３ ３７８，５９６ １６．７
１２月 １２，５１４ ３１．９ ３，７０９ ３８．０ ３，６６１ △０．２ ５，１４４ ６４．６ ３５９，２１４ ２６．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ３５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙１５０　本文１３３／Ｎｏ．２１２／本文　※柱に注意！／０３４～０３７　主要経済指標  2014.02.19 17.47.57  Page 35 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２
２４年度 ３５，５２３ １２．５ ８，９３０ ６．２ ７７６，４３１ ３．６ １２３，８２０ △１０．３ ８７，０２６ △３．０

２４年１０～１２月 １０，７１３ １９．７ ２，４０３ １５．０ １０９，８００ △６．７ ３０，９３７ １７．７ ２０，２９６ △０．８
２５年１～３月 ５，４３９ ５．６ ２，０９７ ５．１ １０１，８０６ △２０．７ ２５，０８４ △６．０ ２３，２０２ △４．６

４～６月 ９，７８９ ５．５ ２，４１３ １１．８ ３５０，１８８ １９．９ ４０，７００ ２５．２ ２２，８４９ ６．４
７～９月 １０，４８４ ３．９ ２，５７３ １３．３ ３５１，７８９ ２９．０ ４３，２２７ ２２．５ ２４，１７５ ９．６
１０～１２月 ９，６８５ △９．６ ２，７１３ １２．９ １２４，２５３ １３．２ ３２，４８１ ５．０ ２３，００６ １３．３

２４年 １２月 ２，８９３ ３１．０ ７５９ １０．０ １９，７４８ △６．４ ８，２４３ １５．６ ７，４３３ △３．４
２５年 １月 １，４０７ ５．８ ６９３ ５．０ １２，６７９ １８．６ ６，０３９ ６．７ ５，３４４ △９．７

２月 １，４９６ △２８．２ ６９０ ３．０ １７，７６４ ３２．３ ６，７０８ △４．８ ６，３２４ △１１．３
３月 ２，５３６ ４５．８ ７１５ ７．３ ７１，３６３ △３１．５ １２，３３８ △１１．７ １１，５３５ ２．４
４月 ３，３４７ １．４ ７７９ ５．８ １０７，３３７ △９．９ １５，９９１ ２８．６ ６，９５１ △１．１
５月 ２，８７８ ５．８ ７９８ １４．５ １１５，９９８ ４０．８ １０，８４２ ２４．８ ７，４８２ １６．５
６月 ３，５６４ ９．４ ８３７ １５．３ １２６，８５３ ４０．１ １３，８６８ ２１．７ ８，４１６ ４．９
７月 ３，１００ △６．７ ８４５ １２．０ １６０，２０２ ４７．８ １５，７２５ ２９．４ ７，１３６ ６．５
８月 ３，４８６ ０．４ ８４３ ８．８ １０３，６２８ ７．６ １２，２６７ ７．９ ７，０６０ １０．３
９月 ３，８９８ １８．１ ８８５ １９．４ ８７，９５９ ２９．１ １５，２３５ ２９．４ ９，９７８ １１．４
１０月 ３，６１２ △１６．１ ９０２ ７．１ ６６，５９１ ９．５ １４，２０５ ３．５ ７，３４２ １７．８
１１月 ２，５２０ △２８．３ ９１５ １４．１ ３５，６０８ ２１．８ ９，４１６ ４．９ ７，７３４ １６．６
１２月 ３，５５３ ２２．８ ８９６ １８．０ ２２，０５４ １１．７ ８，８６０ ７．５ ７，９３０ ６．７

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証�ほか２社 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２１年度 １１，５８８ △５．７ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，２１９ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７６８ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７
２４年度 １１，６９８ ８．６ ０．５７ ０．７４ ５．１ ４．３ ４３２ △６．９ １１，７１９ △７．８

２４年１０～１２月 ２，８２５ ６．５ ０．６１ ０．７８ ４．７ ４．０ ９０ △１１．８ ２，８８９ △６．９
２５年１～３月 ２，５１０ ２．５ ０．６４ ０．８２ ５．０ ４．２ １１０ △１８．５ ２，７７９ △１２．７

４～６月 ２，８５１ ６．１ ０．６２ ０．７４ ５．１ ４．２ ９６ △２２．６ ２，８４１ △９．１
７～９月 ３，８３８ ４．４ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．０ ７６ △２９．６ ２，６６４ △８．９
１０～１２月 ２，９７２ ５．２ ０．８０ ０．９４ ４．４ ３．７ ６９ △２３．３ ２，５７１ △１１．０

２４年 １２月 ８９２ ５．８ ０．６１ ０．７９ ４．７ ４．０ ２５ △２４．２ ８９０ △１３．７
２５年 １月 ７７６ １．６ ０．６１ ０．８１ ↑ ４．２ ２８ △１５．２ ９３４ △５．１

２月 ８２２ ４．１ ０．６５ ０．８３ ５．０ ４．２ ３９ △２２．０ ９１６ △１１．７
３月 ９１２ １．９ ０．６５ ０．８２ ↓ ４．３ ４３ △１７．３ ９２９ △１９．９
４月 ７８５ ４．３ ０．６１ ０．７４ ↑ ４．４ ３１ △２４．４ ８９９ △１０．４
５月 ９８８ ７．６ ０．６１ ０．７３ ５．１ ４．２ ３１ △２４．４ １，０４５ △８．９
６月 １，０７８ ６．２ ０．６５ ０．７５ ↓ ３．９ ３４ △１９．０ ８９７ △８．０
７月 １，１８５ ５．４ ０．７０ ０．８０ ↑ ３．９ ２７ △１８．２ １，０２５ △０．０
８月 １，４３１ ３．３ ０．７４ ０．８４ ３．７ ４．１ ２７ △３４．１ ８１９ △１５．３
９月 １，２２２ ４．６ ０．７７ ０．８８ ↓ ３．９ ２２ △３５．３ ８２０ △１１．９
１０月 １，１１４ ４．２ ０．７９ ０．９１ ↑ ４．０ ２６ △２３．５ ９５９ △７．３
１１月 ９２０ ６．５ ０．８１ ０．９４ ４．４ ３．８ ２５ △１９．４ ８６２ △１０．５
１２月 ９３８ ５．１ ０．８０ ０．９７ ↓ ３．４ １８ △２８．０ ７５０ △１５．７

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ３６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，４３１ ９．３ ６５２，８８５ △３．７ １，６３６，３２７ ３３．２ ６９７，１０６ １１．６
２４年度 ４０１，８０６ ７．３ ６３９，４０５ △２．１ １，６９８，１８５ ３．８ ７２１，１３９ ３．４

２４年１０～１２月 １０３，９１６ １３．８ １５４，２９７ △５．５ ４３２，９７５ ２．３ １７５，８８７ ０．５
２５年１～３月 １１０，３２６ １８．２ １６３，５２７ １．２ ５１０，３８８ ９．４ １９１，３１６ ８．０

４～６月 １１０，８３４ １５．５ １７６，０４４ ７．１ ４３４，３９６ １６．５ １９６，６９１ １０．４
７～９月 １１３，０２７ ２３．３ １７７，１５３ １２．７ ４４３，６５６ １６．２ ２０６，５０５ １７．５
１０～１２月 p１２１，７１１ １７．１ １８１，１４４ １７．４ p５０８，６５８ １７．５ p２１８，１３０ ２４．０

２４年 １２月 ３２，１９０ １１．９ ５２，９８５ △５．８ １４８，６４７ ２．８ ５９，４４３ １．９
２５年 １月 ３３，５２９ １８．５ ４７，９８６ ６．３ １８３，８１１ １９．２ ６４，３２１ ７．１

２月 ２９，２４１ １．５ ５２，８３１ △２．９ １６１，８８３ ４．２ ６０，６４５ １２．０
３月 ４７，５５６ ３１．１ ６２，７１０ １．１ １６４，６９４ ５．０ ６６，３７９ ５．６
４月 ３８，９３４ ０．５ ５７，７６６ ３．８ １６７，０１９ １１．９ ６６，６１５ ９．５
５月 ３３，８９２ ２２．３ ５７，６６７ １０．１ １５２，２８０ ２７．８ ６７，６４８ １０．１
６月 ３８，００８ ２８．９ ６０，６１０ ７．４ １１５，０９７ １０．０ ６２，４２８ １１．８
７月 ３６，６０８ ９．０ ５９，６０５ １２．２ １３２，６００ １６．１ ６９，９００ １９．７
８月 ３６，４４９ １４．２ ５７，８２９ １４．６ １６６，００３ １８．６ ６７，５０８ １６．１
９月 ３９，９７０ ５３．０ ５９，７１９ １１．５ １４５，０５３ １３．７ ６９，０９７ １６．６
１０月 ４０，３１８ １．０ ６１，０４４ １８．６ r １７０，６４４ １４．４ ７２，０１０ ２６．２
１１月 ３６，８０４ １５．７ ５９，００４ １８．４ r １６３，７４２ ２１．１ r ７１，９８２ ２１．２
１２月 p ４４，５８９ ３８．５ ６１，０９６ １５．３ p１７４，２７２ １７．２ p ７４，１３８ ２４．７

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
２４年度 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２

２４年１０～１２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９
２５年１～３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２

４～６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７～９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０～１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

２４年 １２月 １４０，４５８ １．６ ６，１１４，４３４ ２．４ ９２，５９２ ０．４ ４，２１２，６０３ １．９
２５年 １月 １３８，９３６ １．８ ６，０９６，６７２ ２．４ ９１，４４８ △０．３ ４，１９２，１９１ ２．２

２月 １３９，２９５ ２．０ ６，１２７，６７４ ２．９ ９１，７７６ △０．３ ４，２０２，６８６ ２．３
３月 １４３，９７１ １．４ ６，２９９，５０７ ３．２ ９３，４４７ △０．５ ４，２６７，３３８ ２．２
４月 １４１，８２２ １．１ ６，２９２，６７８ ３．８ ９２，１８９ △１．１ ４，２１９，８１４ ２．３
５月 １４１，５０２ １．６ ６，３１５，５１９ ４．１ ９１，１３５ △０．９ ４，２２３，０４２ ２．７
６月 １４２，９８３ ２．１ ６，３３９，４３４ ４．３ ９０，９７７ △０．７ ４，２４１，３２４ ２．５
７月 １４１，４５０ ２．１ ６，２８０，８７５ ４．２ ９０，８４０ △０．５ ４，２３８，６６２ ２．８
８月 １４２，８８９ ３．０ ６，２７５，３１６ ４．３ ９１，１９５ △０．１ ４，２４３，０８３ ２．９
９月 １４２，６５３ １．８ ６，３４６，０６９ ４．２ ９３，１７３ △０．３ ４，２９１，３００ ２．６
１０月 １４１，８６１ ２．１ ６，２８１，１４３ ４．３ ９２，６４９ ０．４ ４，２５４，９１９ ２．７
１１月 １４３，１２２ ３．１ ６，３２５，９４９ ４．５ ９２，２７４ ０．５ ４，２８２，０１６ ３．１
１２月 １４４，３１０ ２．７ ６，３８７，８９８ ４．５ ９３，１７０ ０．６ ４，３３２，０４３ ２．８

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ３７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１４年３月号
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●道内経済の動き 

●平成26年道内企業の年間業況見通しと消費税引き上げの対応策 

●経営管理ツールとしての直接原価計算　応用 

●中国における環境対策について 

調査レポート 2014.3月号（No.212） 
平成26年 （2014年） 2月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

＜本誌は、情報の提供のみを目的としています。投資などの最終 
判断は、ご自身でなされるようお願いいたします。＞ この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 

古紙配合率100％紙を使用しています。 
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